
１　実施市町村数及び協定数

計 体制整備単価 構成比 基礎単価 構成比 計 体制整備単価 構成比 基礎単価 構成比 計 体制整備単価 基礎単価

市町村数 98 98 0

集落協定数 319 282 88.4% 37 11.6% 319 282 88.4% 37 11.6% 0 0 0

個別協定数 1 0 0.0% 1 100.0% 1 0 0.0% 1 100.0% 0 0 0

合　　計 320 282 88.1% 38 11.9% 320 282 88.1% 38 11.9% 0 0 0

２　交付面積

　　交付面積は29年度から108ha増加し、32万1,324haとなりました。 （単位：ha、％）

地目

交付基準 面積 構成比 面積 構成比 面積 増減率

田 36,879 11.5% 36,873 11.5% ▲ 6 ▲ 0.0

急傾斜 5,193 1.6% 5,185 1.6% ▲ 8 ▲ 0.2

緩傾斜 31,641 9.9% 31,643 9.8% 2 0.0

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 45 0.01% 45 0.01% 0 0.0

畑 5,016 1.6% 5,024 1.6% 8 0.2

急傾斜 48 0.01% 48 0.01% 0 0.0

緩傾斜 4,877 1.5% 4,885 1.5% 8 0.2

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 91 0.03% 91 0.03% 0 0.0

草地 279,310 87.0% 279,416 87.0% 106 0.0

急傾斜 636 0.2% 636 0.2% 0 0.0

緩傾斜 8,376 2.6% 8,389 2.6% 13 0.2

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 72 0.02% 72 0.02% 0 0.0

草地比率の高い草地 270,226 84.1% 270,319 84.1% 93 0.0

採草放牧地 11 0.003% 11 0.003% 0 0.0

緩傾斜 11 0.003% 11 0.003% 0 0.0

321,216 100.0% 321,324 100.0% 108 0.0

※四捨五入の関係で構成比の計と内訳が一致しない場合があります。

３　交付金額

　　交付金額は29年度から54万円増加し、81億628万円となりました。 （単位：千円、％）

地目

交付基準 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

田 3,600,343 44.4% 3,598,806 44.4% ▲ 1,537 ▲ 0.0

急傾斜 1,084,466 13.4% 1,082,791 13.4% ▲ 1,675 ▲ 0.2

緩傾斜 2,512,263 31.0% 2,512,401 31.0% 138 0.0

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 3,614 0.04% 3,614 0.04% 0 0.0

畑 179,055 2.2% 179,297 2.2% 242 0.1

急傾斜 5,486 0.07% 5,486 0.07% 0 0.0

緩傾斜 170,397 2.1% 170,639 2.1% 242 0.1

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 3,172 0.04% 3,172 0.04% 0 0.0

草地 4,326,310 53.4% 4,328,141 53.4% 1,831 0.0

急傾斜 63,449 0.8% 63,475 0.8% 26 0.0

緩傾斜 247,182 3.0% 247,576 3.1% 394 0.2

高齢化率・耕作放棄率の高い農地 2,158 0.03% 2,158 0.03% 0 0.0

草地比率の高い草地 4,013,521 49.5% 4,014,932 49.5% 1,411 0.0

採草放牧地 32 0.0004% 32 0.0004% 0 0.0

緩傾斜 32 0.0004% 32 0.0004% 0 0.0

8,105,740 100.0% 8,106,276 100.0% 536 0.0

※四捨五入の関係で構成比の計と内訳が一致しない場合があります。

平成30年度中山間地域等直接支払交付金の実施状況【概要】

　　平成30年度に中山間地域等直接支払交付金を実施した市町村数は29年度と同数の98市町村でした。

　　協定数は、29年度と同数の320協定となりました。

区　　分
平成29年度 平成30年度 増減

平成29年度 平成30年度 増減

合　　　　　　　　　　　　　計

平成29年度 平成30年度 増減

合　　　　　　　　　　　　　計
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４　加算措置の取組に対する交付金額

　　７協定が集落協定の広域化や超急傾斜地の農用地の保全等に取り組んでおり、572万円が交付されました。

（単位：協定数、ha、千円）

協定数 交付面積 交付金額

集落連携・機能維持加算※１

　（集落協定の広域化支援）

超急傾斜農地保全管理加算※２ 5 29 1,723

7 8,477 5,723

2.2% 2.6% 0.1%

５　交付金の配分割合

　　交付金のうち約41.4％が個人配分され、約58.6％が共同取組活動へ充当されました。

　　　交付金額（千円）　　　　　

計 うち個人 うち共同 計 20%未満 20-40% 40-60% 60-80% 80%以上

8,102,660 3,356,450 4,746,210 319 39 54 170 34 22

(100%) (41.4%) (58.6%) (100%) (12.2%) (16.9%) (53.3%) (10.7%) (6.9%)

６　交付金の使途

　　共同取組活動として様々な活動が行われ、交付金が使用されました。 （単位：千円）

金額 割合（％）

① 128,553 2.1%

② 51,062 0.8%

③ 297,118 4.9%

④ 1,301,674 21.4%

⑤ 129,614 2.1%

⑥ 345,593 5.7%

⑦ 154,073 2.5%

⑧ 478,185 7.9%

⑨ 34,281 0.6%

⑩ 34,359 0.6%

⑪ 18,623 0.3%

⑫ 1,669,294 27.5%

⑬ 460,846 7.6%

⑭ 973,052 16.0%

6,076,327

　　※　金額は前年度からの繰越・積立額（1,330,117千円）を含みます。

区分

鳥獣被害防止対策費（防止柵等の資材費、設置費、管理費等）

2 8,448 4,000

合　　　　　　　　計

全体に占める割合

共同取組活動充当率別集落協定数

使途内容

役員報酬（集落協定に定める役職者への支払）

研修会等費（協定参加者が参加する各種研修等に係る経費）

道・水路管理費（草刈・泥上げ等の出役費、補修費、活動に必要な備品費等）

農地管理費（畦畔管理費、法面点検費、簡易基盤整備費等、農作業委託料等）

その他
（担い手育成、担い手への農作業委託、酪農ヘルパー・ワクチン助成、土壌診断等）

積立

繰越

合　　　　　　　　　　　　　計

共同利用機械購入等費（共同利用機械の購入費、修理費、燃料代等）

共同利用施設整備等費（共同利用施設の建設費、補修費、運営費等）

多面的機能増進活動費（景観作物の作付、体験民宿、市民農園の実施等）

土地利用調整関係費（利用権の設定、農作業の委託費等に係る経費）

農産物等の販売促進関係費

都市住民との交流促進関係費
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※１ 集落連携・機能維持加算（集落協定の広域化支援）

複数集落が連携して広域の協定を締結し、新たな人材を確保して、農業生産

活動等を維持するための体制づくりを行う場合、協定農用地全体に加算

（１協定当たりの加算額は、2,000千円/年を上限）

※２ 超急傾斜農地保全管理加算

超急傾斜地（田：1/10以上、畑：20°以上）の農用地の保全や有効活用に取

り組む場合、該当の農用地面積に加算
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